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指定事業費

内人件費   　  　Ｄ

内外部委託費   Ｅ

サービス改善の状況

3 2管理者及び施設職員の専門研修への参加 回 3 2 3 1 3 1 3

指定管理者

名称 社会福祉法人　日光市社会福祉協議会

代表者名 会長　髙㳖　務

住所 日光市今市511番地１

補足説明

指定期間 平成25年4月1日 平成30年3月31日 ５年間

選定方法 非公募 評価実施年           ５ 年間のうち５年目

介護が必要な在宅の高齢者等に対し通所による介護サービス等を提供することにより、高齢者等の日常生活における自立の
支援及び孤立感の解消、その家族の身体的又は精神的な負担の軽減等を図り、もって地域における高齢者等及びその家族の
福祉の増進を目的として、設置する。

施設設置目的

（ 単位：円 ）

主な実施事業

人

％

指定管理施設事業評価票(平成２９年度分）

健康福祉 高齢福祉

施設名
名称 日光市小来川デイサービスセンター　

所在地 日光市中小来川２６６８番地１

（様式第３号）

円

円

ー

成果指標

利用者数の拡大

サービスの質（提供内容、職員資質等）の総合的ボトムアッ
プ

収入状況に応じた支出調整、経費節減等経営の健全化

利用者の拡充による赤字幅の縮小、施設経営の正常化

（１）　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第１７項に規定する地域密着型通所介護
（２）　介護保険法第１１５条の４５第１項第１号ロに規定する第１号通所事業
（３）　介護予防に関する事業

1,446

平成29年度
目標 実績

平成28年度
目標

平成25年度
目標 実績

単位
実績

平成27年度平成26年度

通年 通年

運営推進会議の実施により、客観的評価を関係機関から受け当該事業運営の特性と課題を把握し、サービスの向上に繋げることができた。
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90 100 80 97 80 100

1,296 1,072 1,283 908 1,283 1,019

90 99

日常の事故防止と事故発生時の対応への研修会の実施

目標 実績目標 実績

90 93

2,491,000 1,956,699 2,416,000 1,993,101 2,416,000 1,647,740 2,416,0002,671,000 2,159,117

区分

通年

平成２８年度平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

835 1,701

平成２９年度

1,858,175

13,433,000 12,787,372 11,484,000 9,893,453 11,484,000 10,687,040

通年 通年 通年 通年

11,484,000 8,355,856 11,484,000 7,303,286

通年 通年 通年

1

7,303,286利用料収入　　　　 　　 Ｃ

14,130,281

5,550,000 5,700,000 5,700,000 5,700,000 5,700,000指定管理料

収入計

11,954,145 9,893,453 10,687,040 8,355,856

16,596,521 16,387,040 16,751,94718,337,372

支出計

832,027 1,002,468 2,696,091 1,126,995その他

1,200 600自主事業収入

20,929,610 16,596,521 13,690,949 16,495,161 14,130,281

20,929,610 16,596,521 13,690,949 16,495,161 14,130,281

2,696,091 256,786 0

自主事業費

事業収支　　　　　Ａ－Ｂ -2,592,238 0

15,334,854 13,995,501 11,157,654 11,670,475 11,484,884

人件費率　　　　　Ｄ／Ｂ 73.27% 84.33% 81.50% 70.75% 81.28%

※着色セルは、自動計算としている。

外部委託比率　　 　Ｅ／Ｂ 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%



５．管理運営状況

事業計画に即し、人員を過不足なく配置している。
必要な資格、経験を有する人員が確保されている。

事業計画に即し、計画的に研修等を年1回実施している。

外部委託の内容は、事前に市の承認を受けており、適切である。
外部委託業者に対して、協定書等を遵守させている。
法令、条例等に基づき、必要な点検、報告等を行っている。
個人情報保護に関する法令を遵守している。
個人情報の漏えい、滅失等の事故防止策に対する研修を年1回行っている。
情報公開に関する法令や条例に準拠した運用がなされている。
協定書に従い、情報を適切に管理し、公表している。
業務日誌等を適切に整備、保管している。
点検、修繕等の履歴が適切に記録、保管されている。
協定書に従い、各報告書等を、市に提出している。
市、関係団体等との連絡調整を適切に行っている。
事故、災害等の緊急時の連絡体制が整備されている。
緊急時のマニュアルが整備され、年1回訓練を行っている。
避難経路が適切に確保されている。

協定書に従い、開館日、閉館時間等を遵守している。
事故防止及び安全確保のための研修を年1回行っている。
利用許可、案内等を迅速かつ適切に行っている。
利用者に対して、設備、備品等を適切に提供している。
言葉遣い、態度、服装等接遇が適切である。
事業計画に即し、受託事業を実施している。
施設の目的に沿った自主事業を実施している。
事業内容がサービス水準の向上に寄与している。
仕様書等に従い、清掃、警備、衛生管理等を適切に行っている。
仕様書等に従い、施設や設備の保守管理を行っている。
備品台帳に基づき、備品を適切に管理している。
協定書に従い、適切に修繕を行っている。

事業の開催案内、ホームページの管理等を適切に行っている。
要望、苦情等に対して迅速かつ適切に対応している。
要望、苦情等を整理し、市に報告している。
利用者アンケート調査を実施し、その結果が妥当である。
利用実績は、目標水準である。

専用の口座、帳簿等を備え、適切に経理事務を行っている。
収支予算書の範囲内で適正に予算執行している。
経費が縮減され、又は縮減に向けた努力を行っている。
収支予算書と比較して、収支状況は妥当である。

（指定管理者自己評価）

（所管課評価）

※評価区分

評価基準 A (優良） ＝ 協定等の遵守に加え、仕様書より優れた管理が行われた。

B（良好） ＝ 協定等を遵守し、仕様書に沿った管理が行われた。

C（要改善） ＝ 一部、協定等が遵守できていない。又は、不測の事態等により仕様書に沿った管理ができなかった。

※施設所管課は、指定管理者に対するモニタリングや事業報告書の内容等を踏まえ、評価します。

※数値が記載されているものに関しては、数値目標達成がＢ評価となります。

総括評価 A (優良） ＝ 評価項目のうち、Ａ判定が80%以上 総合評価 A (優良） ＝ 自己評価、所管評価の《総括》にCが含まれず、かつAが４つ以上ある。

B（良好） ＝ Ａ、Ｃ 以外 B（良好） ＝ Ａ、Ｃ 以外

C（要改善） ＝ 評価項目のうち、Ｃ判定が20%以上 C（要改善） ＝ 自己評価、所管評価の《総括》にCが２つ以上含まれる。

B B
A A

B B

事業運営

これからも、小規模ならではの特性を活かした地域から信頼される事業所、サービスの向上、社会福祉法人としての公正

かつ透明性の高い経営に期待したい。

B B
B B

経理事務

利用状況

総括 「業務の内容・水準」に関する評価【１８項目】

所見
（成果・課題等）

機関及び地域との積極的かつ効果的な連携を通した事業展開を図り、地域に密着した安定経営を目指します。

地域の中学生の職場体験受け入れや、利用者、家族からのアンケート結果から、地域に根ざした事業所の展開がみられた。

利用実績は目標水準以下であるが、利用者の入院等によるものであり不測の事態と思われる。

としては利用数の減少に伴い利用収入が減少し不安定とした経営状況となり、課題が残る形となりました。今後とも各関係
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施設管理

評価項目 評価基準
指定管理者
自己評価

施設所管課
評価

B B

法令遵守等

外部委託

人員体制
B B
B

B B
B B

B

B

B B

B B
B B
B B
B B

B B
A A
B A

①
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B
B B
B B

総括 「業務の実施体制」に関する評価【１7項目】

情報公開

個人情報保護

B

B

B B
B B
B

B B
B B

B

B B

利用者対応

B B
B B

前年度総合評価
※５段階評価 Ｃ 総合評価

※３段階評価 Ｂ（良好）

収支状況

総括 「経費の収支等」に関する評価【４項目】

経費縮減

③
安
定
性

予算執行

B B
B B

A B
B B
B B

　介護保険事業として関係法令に遵守し、地域に根ざした利用者本位のサービス提供が実施できました。サービスの質を心

がけ、職員一人一人が自己研磨し、利用者、家族に対して信頼感が得られるよう接遇面の気配りを重視しました。稼動状況

利用者アンケート A A
C B
B B

広報活動

苦情等対応

環境配慮 環境配慮率選考計画取組点検表において、（１）が取組項目の2/3に達している。

連絡調整

管理記録
B B
B B
B B

緊急対応

維持管理
B B


